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総 合 評 価 書
平成１８年３月

政策体系 番 号

５ 労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を基本目標

十分に発揮できるような環境を整備すること

１ 雇用の安定・拡大を図るための職業能力開発の枠組みを構築す施策目標

ること

Ⅰ キャリア形成支援システムを整備すること

Ⅱ 職業能力開発に関する情報の収集、整理及び提供の体制を充実

強化すること

Ⅲ 職業能力評価システムを整備すること

Ⅳ 職業能力開発に必要な多様な職業訓練・教育訓練の機会の確保

を図ること

２ 労働力需給の動向に対応した職業能力開発を展開すること

Ⅰ ＩＴ分野における職業能力開発を推進すること

Ⅱ 介護分野、環境分野その他の新規・成長分野における職業能力

開発を推進すること

Ⅲ ホワイトカラーの職業能力開発を促進すること

３ 労働者の就業状況等に対応した多様な職業訓練・教育訓練の機

会の確保を図ること

Ⅰ 離転職者の再就職を促進するための職業能力開発を推進するこ

と

Ⅱ 若年者の職業能力開発を推進すること

Ⅲ 中高年齢者の職業能力開発を推進すること

Ⅳ 就業形態の多様化に対応した職業能力開発を推進すること

Ⅴ 障害者等特別な配慮を必要とする人たちへの対応を推進するこ

と

Ⅵ 勤労青少年が有為な社会人、職業人として成長しその責任を果

たすように支援すること

Ⅶ 国際化に対応した職業能力開発を推進すること

４ 技能の振興及びものづくり労働者の職業能力開発を推進するこ

と

Ⅰ ものづくり振興に係る環境を整備すること

Ⅱ 高度熟練技能の維持・継承を図ること

１０ 国際化時代にふさわしい厚生労働行政を推進すること基本目標

１ 国際機関の活動に対し協力すること施策目標

Ⅱ ＡＰＥＣの人材養成分野の活動に対し協力すること

（５－１－Ⅰ～Ⅳ）
（５－２－Ⅰ～Ⅲ）
（５－３－Ⅰ～Ⅶ）
（５－４－Ⅰ～Ⅱ）

（１０－１－Ⅱ）
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職業能力開発局総務課基盤整備室、能力開発課、能力評担当部局・課 主管部局・課

価課

、 、関係部局・課 職業能力開発局能力開発課特別訓練対策室 育成支援課

育成支援課キャリア形成支援室、海外協力課

１ 評価対象の設定

第７次職業能力開発基本計画（平成１３年５月厚生労働大臣決定）評 価 対 象

職業能力開発行政は職業能力開発基本計画に基づき実施することとされ

ているが現在の第７次職業能力開発基本計画が平成１７年度を終期とし評 価 の 契 機 等

ているため、次期計画策定に向けた見直しが必要となっている。

２ 評価の方法等

第７次職業能力開発基本計画（以下「第７次計画」という ）は 「近。 、

年のIT等の技術革新の進展、産業構造の変化、労働者の就業意識・就業評価の観点

形態の多様化等に伴う労働移動の増加、職業能力のミスマッチの拡大等

に的確に対応するためには、我が国の労働市場の整備を着実に進める必

要があり、労働力需給調整機能の充実強化に加え、職業能力開発施策に

おいても、労働者個々人のキャリア形成支援、適正な職業能力評価の推

進のためのシステム整備を始めとした総合的かつ体系的な対応が不可

欠」であるという考え方に立って策定されている。

具体的には、労働者が自らの職業能力を確認しつつ、その職業生活設

計に即して教育訓練を受け、キャリア形成を図ることができるようにす

るには、労働市場を有効に機能させることが必要であるため、そのイン

フラストラクチャーとして以下の４つのシステムを構築していくことが

不可欠であるとしている。

① キャリア形成の促進のための支援システムの整備

② 職業能力開発に関する情報収集・提供体制の充実強化

③ 職業能力を適正に評価するための基準、仕組みの整備

④ 能力開発に必要な多様な教育訓練機会の確保

第 次計画に示された上記の労働市場の４つのインフラ整備を基軸7
として、その後の職業能力開発を取り巻く情勢の変化も踏まえつつ、そ

の実施状況の評価を行う。

第７次職業能力開発基本計画の実施状況を踏まえつつ（別添１ 、そ）

（５－１－Ⅰ～Ⅳ）
（５－２－Ⅰ～Ⅲ）
（５－３－Ⅰ～Ⅶ）
（５－４－Ⅰ～Ⅱ）

（１０－１－Ⅱ）
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（５－１－Ⅰ～Ⅳ）
（５－２－Ⅰ～Ⅲ）
（５－３－Ⅰ～Ⅶ）
（５－４－Ⅰ～Ⅱ）

（１０－１－Ⅱ）
の後の職業能力開発を取り巻く状況の変化に対応し第８次職業能力開発収集した情報・

基本計画を策定するほか、必要となる制度見直しを行うため、平成１７データ及び各種

年７月２０日以降１５回にわたり、労働政策審議会職業能力開発分科会の評価手法を用

において議論を行った。いて行った分析

この議論を受け平成１７年１２月２１日には、労働政策審議会が厚生・測定の方法

労働大臣に対し「今後の職業能力開発施策の在り方について」の建議を

行った （別添２）。

収集した情報・データとして、以下のような種々の資料を用いて検討

を行った。

・人口の推移

・労働力人口の動向

・労働者の過不足状況

・完全失業率と有効求人倍率の動向

・地域別の雇用失業情勢

・非正規雇用者数の推移

・就業形態別職業能力開発実施状況と派遣労働者に対する派遣元事業所

の教育訓練実績

・企業における人材投資と経常利益の関係

・大学（学部）の入学者数と卒業者数の差の推移

・新規学卒就職者の在職期間別離職率の推移

・若年失業者、フリーター、ニートの人数の推移

・ニート状態の者の属する世帯の収入別割合

・キャリアの発展段階における長時間労働

・重大災害発生件数

・メンタルヘルスをめぐる問題

・高齢者の雇用形態・就業理由の多様化

・女性の年齢階級別潜在的労働力率

・生活保護受給者数及び被保護世帯数の動向

・障害種別職業紹介状況

・企業の海外進出推移

３ 評価結果等

① キャリア形成の促進のための支援システムの整備

この点については、具体的には、

・ キャリア・コンサルティングの専門家の養成、
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（５－１－Ⅰ～Ⅳ）
（５－２－Ⅰ～Ⅲ）
（５－３－Ⅰ～Ⅶ）
（５－４－Ⅰ～Ⅱ）

（１０－１－Ⅱ）
・ キャリア・コンサルティング技法の開発・普及、評 価 結 果

・ キャリア形成に関する情報の収集、整理・普及、（問題点及び

・ 求職者等に対するキャリア・コンサルティングの実施、その原因）

・ 事業主による労働者に対するキャリア・コンサルティング等の相談

・援助の促進・支援等

を実施してきたところである。

これらの施策については、これまでの間に、専門家としてのキャリア

・コンサルタントが約33,000人養成されたほか、キャリア・コンサルテ

ィング関係の調査研究の実施 「私のしごと館」におけるキャリア形成、

に係る職業情報の提供、キャリア形成促進助成金の活用等により、着実

に進んでいるものと考えている。

② 職業能力開発に関する情報収集・提供体制の充実強化

この点については、具体的には、インターネットの活用等による職業

能力開発に関する情報 人材ニーズの動向、訓練コース、能力評価に関(
する情報等 の提供等の施策を進めてきたところである。)

こうした施策については これまでの間に 能力開発基本調査 や 企、 「 」 「

業が求める人材の能力等に関する調査」等により、職業能力開発関連情

報に関する収集体制の整備を図っているほか 「キャリア情報ナビ」の、

運用、教育訓練給付の支給対象となる講座に関する情報を提供するため

の教育訓練講座システムの運用、ビジネスキャリア制度の推進 「私の、

しごと館」による様々な職業情報の提供等が着実に進んでいるものと考

えている。

③ 職業能力を適正に評価するための基準、仕組みの整備

この点については、具体的には、

・ 民間機関への技能検定の試験業務の委託の拡大、

・ 技能検定職種の拡大及び見直し、

・ 職種間・業種間共通の職業能力評価基準の整備、

・ ホワイトカラーの職業能力評価基準の確立

等の施策を進めてきたところである。

2これらの施策については これまでの間に 民間の指定試験機関数は、 、

団体から 団体へと増加するとともに、技能検定職種についても新設7
と見直しを行い、 業種から 業種へと拡大したところである。ま133 137
た、平成 年度からは業種別の職業能力評価基準を順次作成中である14
とともに、事務系の職業能力評価基準についても策定している等着実に

進んでいると考えている。

能力開発に必要な多様な教育訓練機会の確保④

この点については、具体的には、
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（５－１－Ⅰ～Ⅳ）
（５－２－Ⅰ～Ⅲ）
（５－３－Ⅰ～Ⅶ）
（５－４－Ⅰ～Ⅱ）

（１０－１－Ⅱ）
・ 教育訓練給付制度に係る適切な講座指定等による大学、大学院等高

度な内容の教育訓練の確保、

・ 民間における教育訓練の質の確保・向上、ニーズ把握、

・ 認定職業訓練の見直し及び支援、

・ 公共職業訓練における 分野・ホワイトカラー向け職業訓練の充IT
実等訓練コースの機動的な新設及び見直し

等の施策に努めてきたところである。

これらの施策については、これまでの間に、

・ 教育訓練給付制度における大学・大学院の講座の指定は、期間中に

講座 平成 年 月 から418講座（平成 年10月）に増加した363 ( 13 4 ) 17
こと、

・ 民間教育訓練機関への委託訓練について就職率に応じた委託費の支

給を実施することとしたこと、

・ 雇用・能力開発機構において実施する公共職業訓練について中期目

標期間中に達成すべき目標就職率を定めるとともに、コース単位等で

も目標就職率を設定の上、業務推進をすることとしたこと、

・ 認定職業訓練については日本版デュアルシステムを導入することと

したこと、

等により、その整備が着実に進んでいると考えている。

⑤ 職業能力開発をめぐる経済社会の変化

働く者の職業キャリアの形成をめぐっては、若年失業者、フリーター

及びニート状態にある者の趨勢的な増加、企業における職業能力開発の

対象者の重点化と、それに伴う職業能力開発の機会が減少する労働者の

増加、労働者が自発的な職業能力の開発及び向上に取り組む上での時間

面・情報面における制約の強まりなど様々な問題が深刻化している。同

時に、我が国経済産業を支えてきた「現場力」の低下が問題となってい

る。

こうした諸問題に対応し、若者の実践的な職業能力の開発を促進し、

「現場力」の維持・向上を図るとともに、働く者の職業能力を高めるた

め、単に教育訓練を実施するだけでなく、働く者の職業キャリアの円滑

な形成を支援する政策に踏み込んでいく必要がある。

○「職業能力開発促進法及び中小企業における労働力の確保及び良好な

雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律の一部を今後の検討の

改正する法律案」の国会提出方向性

実践的な職業能力の開発及び向上を図るための実践型人材養成システ

ムの創設、自発的な職業能力の開発及び向上を促進するための勤務時間

短縮措置及び再就職準備休暇等に関する規定、事業主による労働者の熟

練技能の習得を促進する措置に関する規定等を盛り込んだ「職業能力開
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（５－１－Ⅰ～Ⅳ）
（５－２－Ⅰ～Ⅲ）
（５－３－Ⅰ～Ⅶ）
（５－４－Ⅰ～Ⅱ）

（１０－１－Ⅱ）
発促進法及び中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創

出のための雇用管理の改善の促進に関する法律の一部を改正する法律

案」を国会に提出 （別添３）。

○第８次職業能力開発基本計画の策定

人口減少社会が到来しつつある中で、職業キャリア形成をめぐる問題

の背景にある労働市場の変化、企業における人材処遇の在り方の変化、

働く者の意識や働き方の変化、さらには企業現場や社会の教育力の低下

等の構造的な変化に対応し、職業キャリア形成支援政策を本格的に進め

ることをねらいとして、現在第８次職業能力開発基本計画を策定中。

※ 以下は、原則としてフォローアップ時に記入する。

４ 評価結果の反映状況(平成１９年３月)

労働政策審議会職業能力開発分科会の建議「今後の職業能力開発の在

り方について」を踏まえ 「職業能力開発促進法及び中小企業における政策への 、

労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促反映状況

進に関する法律の一部を改正する法律案」を第１６４回通常国会に提出

し、平成１８年６月１３日に全会一致で可決・成立した （平成１８年。

６月２１日公布、平成１８年１０月１日施行 （ ）） 別添４

また、平成１８年７月２５日に、平成１８年度から５年間を対象期間

とする第８次職業能力開発基本計画（平成１８年厚生労働省告示第４４

９号）を策定した （ ）。 別添５

この計画は、人口減少という局面を迎え、職業能力開発促進法及び中

小企業労働力確保法の一部改正をも踏まえ、職業キャリアの持続的発展

のため、働く者を育てる環境の再構築を目標とし、職業キャリア形成支

援政策を本格的に進めることをねらいとしたものである。具体的には、

同法律に新たに規定した実習併用職業訓練（実践型人材養成システム）

の普及・定着をはじめ、①労働市場のインフラの充実、②働く者の職業

生涯を通じた持続的な職業キャリア形成への支援、③雇用失業情勢や産

業分野の動向に応じた職業能力開発の促進、④「現場力」の強化と技能

の継承・振興、⑤地域貢献分野の創出と教育力の強化、⑥国際化と職業

能力開発、⑦職業能力開発施策の推進体制の整備を目指すものである。
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（５－１－Ⅰ～Ⅳ）
（５－２－Ⅰ～Ⅲ）
（５－３－Ⅰ～Ⅶ）
（５－４－Ⅰ～Ⅱ）

（１０－１－Ⅱ）

５ その他(平成１９年３月)

評価実施過程に

おいて明らかに

なった課題

「職業能力開発促進法及び中小企業における労働力の確保及び良好な

雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律の一部を外部有識者等の

改正する法律」及び「第８次職業能力開発基本計画」の策定について平活 用 状 況

成１７年７月２０日から平成１８年７月５日まで、労働政策審議会職業

能力開発分科会において１６回にわたり検討が行われた。

パブリックコメ

ント等を行った

場合はその意見


